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2025年７月 10日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 S H I F T 

代表者名 代表取締役社長 丹 下  大 

（コード番号：3697 プライム市場） 

問合せ先 取 締 役 小林 元也 

（TEL. 03-6809-1165） 

株式会社メディアドゥとの資本業務提携に関するお知らせ 

 

 

お客様の売れるソフトウェアサービス／製品づくりを支援する株式会社 SHIFT（本社：東京都港区、

代表取締役社長：丹下 大、以下「SHIFT」）は、国内最大手の電子書籍流通事業者として、電子書籍の取

次や日本コンテンツの海外展開支援などを行う株式会社メディアドゥ（本社：東京都千代田区、代表取

締役社長 CEO 藤田 恭嗣、証券コード：3678、以下「メディアドゥ」）の株式（議決権所有割合：3.08％）

を取得（以下、「本株式取得」）し、資本業務提携契約（以下、「本資本業務提携」）を締結する旨を決定

いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１. 本株式取得及び本資本業務提携の目的と背景 

SHIFT は、2009 年にソフトウェアテスト事業を開始して以来、エンタープライズ領域からエンター 

テインメント領域に至るまで、幅広い業界においてソフトウェアの品質保証業を展開してまいりました。

さらに、事業戦略の深耕とともに、お客様の“売れるサービスづくり”の実現に貢献するべく、SHIFTグ

ループ一丸となってソフトウェア開発、ITコンサルティング、プロジェクト推進支援、マーケティング

支援など、多岐にわたるサービスを提供しております。 

とりわけ、ソフトウェアテストの専門企業として後発参画となったエンターテインメント業界におい

ても、テスト工程に留まることなく、魅力的なゲーム制作の実現に不可欠な上流工程でのゲームプロデ

ューサー支援サービスの提供や、市場調査、日本由来コンテンツの需要が高い海外市場の開拓など積極

的に推進してまいりました。 

また、2025年１月には、米国企業２社との業務提携と米国法人「SHIFT USA Inc.」の設立など、海

外への戦略的な事業拡大を開始させております。 

 

このたび、SHIFT が本資本業務提携を締結するメディアドゥは、著作物を公正な利用環境のもと、広

く頒布し著作者に収益を還元する「著作物の健全なる創造サイクルの実現」をミッションに、著作物を

インターネット上で流通する国内トップシェアの「電子書籍流通事業」を主軸に成長を続けています。

出版社 2,200社以上、電子書店 150店以上との間で取引基盤と強固な信頼関係を築いてきた独自のポジ

ションを強みに、一貫してコンテンツに寄り添うビジネスを展開しています。また、日本由来コンテン
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ツの海外需要が年々高まっている中で、マンガはもとより、国内外における文字もの、オーディオブッ

ク等を含むコンテンツ流通に係るソリューションをさらに進化させ、日本コンテンツのグローバル展開

に貢献することを目指しています。 

 

昨今、日本由来コンテンツの海外売上は、他産業の海外輸出額と比較して大きく伸びており、コンテ

ンツ産業は日本の基幹産業として位置付けられるようになってまいりました。経済産業省の「エンタメ・

クリエイティブ産業戦略 ～コンテンツ産業の海外売上高 20 兆円に向けた５ヵ年アクションプラン～

（2025年６月）」によると、日本由来コンテンツの海外売上は、この 10年間で約３倍に成長し、2023年

で 5.8兆円と鉄鋼産業、半導体産業の輸出額を超える規模にまで拡大しております。日本由来コンテン

ツの人気上昇に伴い、コンテンツ全体で海外売上が増加し続けている一方で、映像や出版は国内市場と

比較すると、まだその市場規模は小さく、海外消費者へ向けたローカライゼーションの整備などにより、

さらなる成長の加速が期待できます。 

SHIFT は、これまで培ってきたお客様の“売れるサービスづくり”の知見を活用しながら、メディア

ドゥの電子取次等においても、DXを活用した日本由来コンテンツの流通活性化など、さらなる発展への

貢献を目指してまいります。 

加えて、国内 IP市場においても、SHIFTの AI分野におけるノウハウを活かし、コンテンツの質向上、

より効率的な作品制作や販売支援などを踏まえた協業が可能と考えております。 

海外市場へ向けては、SHIFT が持つエンターテインメント領域での機能品質のみならず魅力的品質を

実現する知見および海外ローカライズの支援サービスと、メディアドゥの出版業界におけるネットワー

クおよび関連データを掛け合わせることによって、コンテンツ IP を保有する出版社や企業におけるビ

ジネスの海外流通の活性化を行ってまいります。 

今回の取り組みに必要となる推進力や確実性を高めるためには、上述のノウハウやデータ等を駆使し

た綿密な連携の推進が重要であると考え、この度の資本業務提携締結にいたりました。 

 

評価されるべき作品がより多くの消費者の目にふれ、手に取ってもらえることで、それがまた、新し

い作品の創造につながるグッドサイクルを根付かせ、世界市場における日本由来コンテンツ産業のさら

なる認知向上と規模拡大に寄与してまいります。 

同時に、この度の取り組みは、SHIFT における今後の海外展開を視野に入れた事業チャネルの拡大に

繋がるものだと考えておりますので、良好な市場との関係性を築いていく所存でございます。 

 

２．本資本業務提携の内容等 

（１）業務提携の内容 

・海外における出版コンテンツ、翻訳、IPビジネス強化における協業 

・その他、電子取次等の DX強化に向けた協業を含む、両当事者が協議し合意した協業 

 

（２）資本提携の内容 

当社は、メディアドゥの既存株主が保有するメディアドゥの普通株式合計 466,600株を東京証券取引

所の立会外取引の場である ToSTNeT-1により取得する予定です。また、メディアドゥと SHIFTは、本株

式取得を前提として、資本業務提携に係る契約を締結いたします。  
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３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名称 株式会社メディアドゥ 

（２） 所在地 東京都千代田区一ツ橋１-１-１ パレスサイドビル５F・８F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 CEO藤田 恭嗣 

（４） 事業内容 

デジタルコンテンツ流通・配信 

システム開発・提供 

書籍、印刷物、映像、音響等の企画製作・販売 

各種研究開発、調査、運用、コンサルティング等 

（５） 資本金 5,990百万円（2025年２月末日現在） 

（６） 設立年月日 1999年４月１日 

（７） 
大株主及び持株比率 

(2025年２月 28日現在) 

藤田 恭嗣 16.39% 

株式会社 FIBC 11.42% 

光通信株式会社 7.56% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 7.23% 

株式会社ＵＨ Ｐａｒｔｎｅｒｓ ２ 6.26% 

株式会社小学館 3.72% 

株式会社講談社 3.59% 

株式会社トーハン 3.23% 

株式会社クレディセゾン 3.08% 

株式会社集英社 2.93% 
 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 現時点における該当する重要事項はありません。 

人的関係 現時点における該当する重要事項はありません。 

取引関係 現時点における該当する重要事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 
現時点における該当する重要事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期（百万円） 2023年２月期 2024年２月期 2025年２月期 

 連結純資産 16,772 16,208 17,708 

 連結総資産 50,882 51,612 53,160 

 １株当たり連結純資産 1,082.72円 1,070.86円 1,161.59円 

 連結売上高 101,667 94,036 101,914 

 連結営業利益 2,393 2,066 2,475 

 連結経常利益 2,291 1,990 2,360 

 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
1,057 △319 1,363 

 １株当たり連結当期純利益 68.35円 △21.08円 90.08円 

 １株当たり配当金 -円 22.00円 36.00円 
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４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

-株 

（議決権の数：-個） 

（議決権所有割合：-％） 

（２） 取得株式数 
普通株式 466,600株（予定） 

（議決権の数：4,666個） 

（３） 取得価額 2025年７月 10日の終値にて取得（予定） 

（４） 異動後の所有株式数 

普通株式 466,600株（予定） 

（議決権の数：4,666個） 

（議決権所有割合：3.08％（予定）） 

備考：ToSTNeT-1 により既存株主が保有するメディアドゥの普通株式を 2025 年７月 10 日の終値にて  

取得（予定） 

 

５．日 程 

（１） 取締役会決議日（SHIFT） 2025年６月 24日 

（２） 契約締結日 2025年７月 10日 

（３） 株式取得実行日 2025年７月 10日（予定） 

※（１）の取締役会においては、本株式取得の前提条件を決議し、あわせて本株式取得の決定について

代表取締役に一任することを決議して、2025年 7月 10日に決定いたしました。 

 

６．今後の見通し 

本件に伴う当社の業績および財務状況に与える影響は、軽微であると見込んでおりますが、 

事業の大幅な状況変化により影響が生じる場合には、明らかになった時点で速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 

 ＜本リリースに関するお問い合わせ先＞ 

株式会社 SHIFT IR室  

メール：ir_info@shiftinc.jp 

mailto:ir_info@shiftinc.jp

